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2017年度事業報告書発行に際して 

立教学院理事長 

神谷 昭男 

学校法人立教学院は、アメリカ聖公会の宣教師チャニング・ムーア・ウィリアムズ主教により

1874年に創立されました。以来140年を越える歴史を重ね、今では小学校から大学院までを擁

する国内有数の私立一貫連携教育校として発展してまいりました。これは、創立当時から変わら

ず、建学の精神である「キリスト教に基づく教育」を小学校から大学までの各校が受け継ぎ、そ

れぞれの教育・研究の充実、発展に取り組んできたこととともに、ステークホルダーの方々のご

支援によるものと心より感謝申し上げます。 

さて、本書「2017年度事業報告書」をご覧いただくとお分かりのように、2017年度も学院各

校では様々な教育・研究活動の充実に向けた取り組みが行われました。大学では、GLAP(Global 

Liberal Arts Program)の開設や陸前高田グローバルキャンパスの開校、私立大学研究ブラン

ディング事業の推進といった、「RIKKYO VISION 2024」に掲げたアクションプランを着実に

推進してまいりました。また、公益財団法人大学基準協会による大学評価（認証評価）を受審

し、「適合」の評価を受けることができました。小学校、池袋と新座の両中学校・高等学校にお

いても、グローバル教育や情報教育のさらなる発展に取り組むと同時に、生徒・児童の安全確保

と施設の維持、充実を目的とした学習・生活環境の整備に取り組んでまいりました。 

グローバル人材の育成や地域貢献など、社会から教育研究機関に求められる期待が年々大きく

なっている一方で、私立学校を取り巻く環境は、少子化による18歳人口の減少や経済状況の変

化により厳しくなっております。このような状況の中では、限られた経営資源をこれまで以上に

有効活用することが不可欠です。2017年度は、2016年度に設定した大学の財政目標比率の達成

に向け、経費支出および人件費支出の適正化、増収施策の具体化を進めました。今後も、教育・

研究活動の永続的な発展を支える強固な経営基盤形成のために、なお一層尽力する所存でありま

す。 

立教学院ならびに各校の諸活動について、本事業報告書が皆様の御理解を深める一助になれば

と願っております。140年を越える伝統に甘んじることなく、建学の精神を大切にしながら、来

るべく2024年の創立150周年に向けて、立教学院のさらなる発展に邁進してまいります。今後

とも、皆様からの御支援と御協力をお願い申し上げます。 
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Ⅰ．法人の概要 

1874(明治 7)年        ウィリアムズ主教、築地に私塾を開校 

             (同年中に「立教学校」と命名された)  

1883(明治16)年      立教大学校と改称。 

1890(明治23)年     立教学校と改称。 

1896(明治29)年     立教専修学校と立教尋常中学校を設置。 

1899(明治32)年      総称としての「立教学校」を 

              「立教学院」へ改称。 

1907(明治40)年      専門学校令により、立教大学として 

          発足。文科、商科および予科を設置。 

1918(大正 7)年         大学を池袋に移転。 

1922(大正11)年      大学令による大学として認可。 

                  文学部、商学部および予科を設置。 

1923(大正12)年      立教中学校、関東大震災で校舎を 

                  焼失し池袋へ移転。 

1925(大正14)年      池袋に中学校校舎竣工。 

1931(昭和 6)年         財団法人立教学院設立。 

1948(昭和23)年      新制中学校、高等学校、小学校開設。 

1949(昭和24)年      新制大学として発足。文学部、 

                          経済学部、理学部を設置。 

1951(昭和26)年      学校法人立教学院設置（財団法人から 

                                                                          組織変更）。 

1958(昭和33)年      立教大学社会学部を設置。 

1959(昭和34)年      立教大学法学部を設置。 

1960(昭和35)年      高等学校を新座へ移転。 

1990(平成 2)年         大学新座キャンパス開校。 

1998(平成10)年      立教大学観光学部、コミュニティ 

                  福祉学部を設置。 

2000(平成12)年      中学校を立教池袋中学校と改称し、 

                                                                          立教池袋高等学校を併設。 

                                                                          高等学校を立教新座高等学校と改称し、 

                                                                          立教新座中学校を併設。 

2002(平成14)年    大学院に3つの独立研究科を設置。 

2004(平成16)年    立教大学大学院法務研究科開設。 

2006(平成18)年    立教大学経営学部、現代心理学部を設置。 

2008(平成20)年    立教大学異文化コミュニケーション学部を 

                                                                          設置。立教セカンドステージ大学開校。 

2009(平成21)年      立教大学大学院キリスト教学研究科設置。 

2014(平成26)年      創立140周年を迎える。 

2017(平成29)年  立教大学Global Liberal Arts Program(GLAP) 

          開設。 
 

２．立教学院の沿革  

１．立教学院の教育理念と一貫連携教育  

 米国聖公会から派遣された宣教師チャニング・ムーア・ウィリアムズ主教によって設立された立教学院は、

「キリスト教に基づく教育」を建学の精神に据え、日々の教育活動を行っています。「キリスト教に基づく

教育」とは、一人ひとりの人間が、それぞれ異なった人格と資質の持ち主として尊重されること、そして、

他者を尊重することを土台に、あらゆる束縛から解放され、自由に真理を追い求める場に導くことです。そ

こで、小学校から大学にいたる各校に共通した教育テーマとして、「真理を探究する力」「共に生きる力」

を育てることを掲げています。他者から与えられるのではなく、自主的かつ自律的に人々や自然と共に生き

る視点を持つことで、自分や自分を取り巻く社会や環境、原理原則、ひいては真理を知ることができるので

す。  

教育理念  

 立教学院の一貫連携教育は、ただ各校間の連携を密にするというだけにとどまりません。「真理を探究する

力」「共に生きる力」を育むという共通した教育目標に向かって、それぞれの学校が責任を持ち、学校の特

性を生かしながら、児童・生徒・学生の年齢や学習の進度に応じ、学問はもちろん生活や精神面まで、総合

的な教育を行うところに立教学院の特色があります。そして、各校がその教育を尊重しつつ、互いに連関し

ながら一貫性と統一性を図ることで、常に謙虚に既存の知の体系に疑問を持ち、自ら問いを発信し、それに

よって自ら知識を求めようとする、知的好奇心・探究心を持った立教人、人間・異文化・他民族・自然との

共生の喜びを育て、深い感受性と寛容性、高い倫理感と品位を備えた立教人を育成します。  

一貫連携教育  
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３．設置する学校・学部・学科名称、入学定員および在籍者数  

Ⅰ．法人の概要                           
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４ 役員・評議員の概要  

理事長                                                                         神谷  昭男 

常務理事（企画・国際連携・事業・募金担当)    白石  典義（立教大学統括副総長 経営学部教授） 

常務理事（研究推進担当）        加藤   睦（立教大学副総長 文学部教授） 

常務理事（総務・人事担当） 伊藤  康夫 

常務理事（財務担当）          山中   一  

理  事                                                           広田  勝一（立教学院院長） 

                                                                                           吉岡  知哉（立教大学総長 法学部教授） 

                村上  和夫（立教新座中学校・高等学校校長） 

                                                                                                 鈴木  利彦（立教池袋中学校・高等学校校長） 

                                                                                                 佐々木  正（立教小学校校長） 

                                                                                          植松   誠（日本聖公会首座主教） 

塚本  伸一（立教大学現代心理学部長 同教授） 

菅沼   隆  (立教大学経済学部長 同教授） 

金刺  信一  (立教大学総長室事務部長） 

和田  成史  (株式会社オービックビジネスコンサルタント 代表取締役社長） 

砂井  康男（東和不動産株式会社 取締役） 

飯島  匡夫 

佐々木 新一（一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 会長） 

                                                                                                 木山  啓子（特定非営利活動法人ジェン(JEN) 共同代表理事） 

養田   博 

常任監事                                                          小出  康之（ケーベルマネジメント研究所 代表） 

監  事                                                                 小林  章子 

                                                                                                 北岡  修一（東京メトロポリタン税理士法人 統括代表） 

５ 校地・校舎の概要  

役 員 
（2018年3月31日現在） 

立教学院本部                                                                      〒171-0021 

                                                                                                                           東京都豊島区西池袋3-34-1 

立教大学池袋キャンパス                          〒171-8501 

                                                                                                                           東京都豊島区西池袋3-34-1 

立教大学新座キャンパス                          〒352-8558 

                                                                                                                           埼玉県新座市北野1-2-26 

立教大学富士見総合グラウンド〒354-0004 

                                                                                                                           埼玉県富士見市下南畑1343-1 

立教新座中学校・高等学校                 〒352-8523 

                                                                                                                           埼玉県新座市北野1-2-25 

立教池袋中学校・高等学校                 〒171-0021 

                                                                                                                           東京都豊島区西池袋5-16-5 

立教小学校                                                                               〒171-0021 

                                                                                                                           東京都豊島区西池袋3-36-26 

立教学院企画室事業事務局                 〒171-0021  

                                                                                                                           東京都豊島区西池袋5-10-5 

立教大学太刀川記念上大崎交流会館   〒141-0021  

                                                                                                                           東京都品川区上大崎2-9-2 

理事 

校 地 等 所 在 地 

土 地 の 面 積 

校舎用地 

  東京都豊島区西池袋                                                                        86,495.07 ㎡ 

  埼玉県新座市                                                                                                106,952.90 ㎡ 

  東京都品川区上大崎                                                                                    961.93 ㎡ 

運動場用地 

  東京都豊島区西池袋                                                                        13,952.40 ㎡ 

  埼玉県新座市                                                                                                      87,925.67 ㎡ 

  埼玉県富士見市                                                                                            86,844.00 ㎡ 

研究所用地 

  神奈川県横須賀市                                                                                  50,405.59 ㎡ 

その他 

  長野県北佐久郡軽井沢町他                                          14,623.44 ㎡ 

 

                                                                                                                          計                                             448,161.00 ㎡ 

（2018年3月31日現在） 

評 議 員 

相澤  牧人 

麻田  恭一 

池上  岳彦 

池田  伸子 

植松   誠 

片桐  俊一 

神谷  昭男 

川瀬   清 

菊池  秀之 

工藤  秀夫 

黒田  智明 

毛谷村 栄治 

小坂  文乃 

小林  芳夫 

砂井  康男 

佐々木  正 

静間  俊和 

清水  恒明 

渋谷  秀樹 

鈴木  育三 

鈴木  秀一 

鈴木   弘 

鈴木  利彦 

曽山   茂 

田尾  兵二 

高野  之夫 

田代  正行 

田原  直子 

田森  侑子 

田谷  禎三 

千野  富久 

樋田  康行 

芳賀   繁 

濱野   亮 

原   真也 

肥田  隆雄 

広田  勝一 

福井  次矢 

福原   章 

藤原  芳行 

前田  一男 

松尾  哲矢 

松崎   勲 

松本   康 

村上  和夫 

村川  和夫 

山内  辰治 

吉井  昭一 

吉岡  知哉 

若林  一美 

和田  成史 
 

６ 教職員数     （2017年5月1日現在） 

 教員 教員（兼務） 職員 

学院本部事務局   79 

大学 621 1,703 294 

新座中学校・高等学校 71 64 18 

池袋中学校・高等学校 43 53 7 

小学校 35 4 6 

Ⅰ．法人の概要                                         
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１ 立教学院本部の事業概要 

一貫連携教育の推進体制 

経営効率の向上 

Ⅱ．事業の概要 

 

 

1．一貫連携教育の推進体制 

立教学院全体を貫く共通の教育目標として、「テー

マを持って真理を探究する力」「共に生きる力」を育

むことを掲げ、これまでと同様に一貫（連続）した教

育体制の中で、自主・自律した人材、世界中の人々と

協力・協働して未来を拓ける人材の育成を図りまし

た。自然、環境問題等をテーマに小学生から大学生ま

でが参加する「清里ボランティアキャンプ」、大学生

が小中高生を教える中で共に学びあう「授業補助制

度」など、一貫連携教育の理念のもと、さまざまな活

動を展開しました。 

特に、「グローバル人材の育成」という点では、

「国際性」を創立時より教育・研究の柱に据えてきた

大学を筆頭に、小学校、中学校、高校でも、語学教

育、国際交流に早くから取り組むとともに、一貫連携

教育による英語（外国語）教育の各校間の授業・カリ

キュラム研究や、大学による教育活動への支援等を積

極的に行いました。 

【主なプログラム】 

・各学校相互による授業研究 

・大学各学部による「高大連携特別授業」 

・大学理学部による「実験体験講習会」 

・大学観光学部による 

 「実践型英語コミュニケーション演習」 

 

 

１．経営戦略の策定と実施 

理事長を座長とする「経営課題検討会議」のもと、

教育・研究活動の発展のため、教学計画と連動した経

営戦略の検討と各施策の実現に向けた取り組みを推進

しました。 

 具体的には、大学では、2016年度に設定した財政目

標比率の達成に向け、人件費支出および経費支出の適

正化、新規増収施策を実施しました。 

 また、小学校、池袋と新座の両中学校・高等学校で

は、競争環境が激化する中、さらなる教学発展に向

け、外部環境変化の共有を行うと同時に、各校別に中

長期的な財政課題を確認しました。 

  

 

 

 

この他に、学院および各校の経営効率の向上を目的

に、出資子会社である立教企画グループとの連携強化

を図りました。 

 

２．教学計画の進展を保証する安定した財政 
  運営の実現 

（１）予算制度の改善  

 安定した財政運営を行うため、各学校とも2018年

度の財政目標比率の達成に向け、収支構造の抜本的見

直しを行ったうえで予算編成を行いました。特に大学

では、人件費や教育研究経費・管理経費は、目標比率

から算定した上限額の範囲内で計上することを原則と

し、各部局で必要性、有効性等の観点から既存予算を

点検しました。  

（２）収益の確保  

 利息収入を確保するため、2016年度に運用規程の

改正、資金運用の専門家の採用、柔軟かつ機動的な意

思決定を行う資金運用委員会の新設を行いました。

2017年度は新たな体制での資金運用を本格的にス

タートしました。  

（３）資金の計画的蓄積  

 今後の施設整備に必要な資金を蓄積することを目指

し、年次計画に即して特定資産への積み増しを行いま

した。 
 

3．人事政策・業務改善                                                                                                                    

 （１）職員育成の取り組み 

 目標管理制度および職務遂行力評価制度の精度を高

めつつ、採用や人事異動、研修制度を有機的に連携さ

せ、学校経営を担える人材の育成に取り組みました。 

（２）国際化対応体制の推進 

 全ての職員が国際化に対応できるよう、英語能力の

向上、海外の学校での視察・実務経験などのプログラ

ムの実施を通して、体制の整備を推進しました。 

（３）業務改善 

 職員の資質・能力の向上と並行しつつ、学校業務の

増加・多様化・高度化に対応すべく、より一層の業務

の合理化・効率化に取り組みました。 
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 2014年度から、さらなる教育研究基盤整備に向け

て、「立教サポート募金」を実施しております。主に

グローバル化推進、奨学金の充実、課外活動支援、東

日本大震災被災学生支援等の事業に活用することにご

賛同いただいた校友、個人、法人の皆様方から、単年

度の目標3億5,000万円に対し、4億6,000万円を超え

る寄付を集めることができました。  

 この他、小学校の「教育環境改善資金」、池袋中高

の「教育充実資金」、新座中高の「教育研究事業振興

資金」、大学の「教育振興資金」等、各学校在校生の

ご父母の方からの寄付金も、単年度の目標2億5,000万

円に対し、2億9,000万円に達しました。 

 

 

 

 2017年度は「Rikkyo Global 24」に沿った立教大

学の国際化推進と「RIKKYO VISION 2024」および

大学外国語・学院公式Webサイトのリニューアルと大

学のキャリア広報を重点項目とした広報活動を行い、

創立150周年に向けた広報準備を開始しました。 

 国際化推進に関しては、2017年度開設の「Global 

Liberal Arts Program」を引き続きアピールし、

「RIKKYO VISION 2024」広報では「東京オリン

ピック・パラリンピックプロジェクト」と陸前高田サ

テライトを中心に広報活動を行いました。創立150周

年に向けた広報準備では、池袋キャンパス100周年記

念シンボルデザインを策定しました。 

 また、体育会野球部の活躍に伴う広報対応やSNSを

有効に利用した発信を強化しました。 

 

 

 

 

      

 

            

 

 

 

 

収益事業推進機能の強化を目的に事業部を廃止し、

収益事業を学院の経営政策立案機能を担う企画室に移

管しました。 

 2017年度の売上高は、4億4,682万円（前年度4億

1,259万円，前年度比108.3％）となり、学校会計へ

の繰入額は2億円（前年度1億5,000万円）となりまし

た。 

今後も、本学院の財政および業務運営に寄与するた

め、さまざまな収益事業を展開していきます。 

 

恒常的な募金活動の展開 

Ⅱ．事業の概要                                         

立教学院広報活動 

立教学院収益事業活動 
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２ 立教大学の事業概要 

 立教大学は現在、2015年10月に公表した中長期ビ

ジョン「RIKKYO VISION 2024」（以下VISION）

に基づき、一連の教育改革を推進しています。立教

大学は1874年（明治7年）にアメリカ聖公会宣教師

チャニング・ムーア・ウィリアムズが聖書と英学の

教育のために東京築地に開いた私塾「立教学校」を

起源としており、建学以来、リベラルアーツ教育と

国際性の涵養を進めてきました。VISIONはこの伝統

を受け継ぎ、リベラルアーツの現代的再構築とグ

ローバル化する現代社会におけるリーダーシップの

養成、多様な文化的背景を持つ人々と共生する力の

育成を目指しています。「Lead the Way  自分、世

界、そして未来を拓く」をビジョン・ステートメン

トとして掲げ、そのもとに、「Lead for Learning 

自分を拓く」、「Lead for Globalization 世界を拓

く」、「Lead for Future 未来を拓く」という３つ

の バ リ ュ ー を 提 示 し て い ま す。当 初、３ つ の バ

リューはそれぞれ３つずつ、合計９つのアクション

プランに別れていましたが、「私立大学研究ブラン

ディング事業」の採択を受け、今年度からは10の具

体的な施策を展開していきます。 

 科学技術の飛躍的な発展と結びついた現代のグ

ローバリゼーションが人間の存在条件そのものを大

きく変化させている中、予測を超える困難に正面から取

り組む強靭な思考力と、文化や価値の多様性を積極的に

受容し自分とは異なる他者と共に生きる柔軟な知性を兼

ね備えた真の国際人が求められています。VISION を構

成する１０のアクションプランと現在展開している多く

の取り組みは、本学の1世紀半に及ぶ伝統を踏まえ、教

育研究活動を未来に向けてさらに発展させていくための

全学的な活動を表わしています。 

 以下の事業報告では、VISIONの組み立てに従ってそ

れぞれのアクションプランの進捗状況を報告し、さらに

「その他の取り組み」として、現在進めている取り組み

と そ の 成 果 を、「1．国 際 化 推 進」、「2．教 育」、

「3．入 試」、「4．学 生 支 援」、「5．研 究 推 進」、

「6．社会連携活動・教育」、「7．国際化に対応した

組織強化」、「8．認証評価」の8分野に分けて記述し

ています。 

 今年度は、グローバル・リベラルアーツ・プログラム

（GLAP）の開始、入試における英語外部資格試験の導

入、陸前高田グローバルキャンパスの開校、キャリア・

就職支援の実績に重点を置いた広報展開などの新たな取

組みを開始しました。また、大学基準協会による認証評

価において「適合」評価を受けることができました。 

 皆さまの一層のご支援・ご協力をお願いいたします。 

 VISIONで掲げた10つのアクションプランについ

て、2017年度は以下について取り組みました。 

【Value01 Lead for Learningー自分を拓くー】 

（１）立教サービスラーニングの全学展開 

 2017年度は、RSL科目のアクティブ・ラーニング

型科目である「RSLプロジェクト・プランニング」の

新規開講を含め、全科目を着実に実施するとともに、

「RSL実施報告会」を開催するなど、正課・正課外・

地域貢献の一体的な運営による立教型の社会連携教育

のあり方についてイベント・広報等を絡めながら具体

的に実施しました。 

（２）グローバル教養副専攻の展開 

 2017年度は、「Arts & Science Course」と

「Language & Culture Course」についてのさらな

る周知とスムーズな運営を行えるように努め、  

ま た、2018年 度 に 開 設 予 定 で あ る「Discipline 

Course」の具体化に向けた検討を進めました。  

（３）陸前高田グローバルキャンパスおよび立教大学 

 陸前高田サテライトの開設 

 2016年１月に本学と岩手大学、陸前高田市との間で

締結した「地域創生、人材育成等の推進に関する相互

協力および連携協定」に基づき、「陸前高田グローバ

ルキャンパス（RTGC）」を開設しました。オープン初

年度である2017年度は市民向け講演会の開催をはじ

め、市民、国内外の大学、行政、地元団体等との交

流・活動等を行いながら、陸前高田市の復興を支援す

るための拠点として、運営の早期安定化を目指しまし

た。本学は、このRTGCを活動拠点に、立教大学陸前高

田サテライトとして独自のプログラムを展開しまし

た。 

Ⅰ．RIKKYO VISION 2024の実現に向けて 

リベラルアーツ教育と国際性の涵養 
 

立教大学 総長  

吉岡 知哉  

Ⅱ．事業の概要                                         
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【Value02 Lead for Globalizationー世界を拓くー】 

（１）海外への学生派遣、外国人留学生の受け入れ  

 を拡大 

 単位認定を伴う短期留学プログラムの開発をさら

に推進し、各種の海外プログラム、海外との大学間

および学部間協定校を増やしました。 

 また、日本語教育を含む留学生向け教育科目群の

充実、および、留学生受け入れのために必要なキャ

ンパスの国際化を推進しました。 

 そして、2016年度に開始した留学生のための短期

日本語プログラムを継続的に実施するとともに、そ

の他のサマープログラムを含む短期プログラム開発

の検討を行いました。 

 さらに、留学生のための国内インターンシッププ

ログラムの開発・実施、キャリア支援を推進するた

めの検討を進めました。 

（２）海外協定校を300大学へ拡大 

 海外協定校を300校へ増加する計画の実現に向け

て、学生交流に加え、海外大学との教員交流・研究

交流に関する協定の締結を進めました。 

（３）GLAP(Global Liberal Arts Program)の開設   

 2017年度4月に発足したGLAP運営センターにて、

スムーズな授業運営に加え、2018年度以降に向けた

教員人事、入試広報などを進めました。 

 

【Value03 Lead for Futureー未来を拓くー】 

（１）学士課程教育を変革 

 2016年度に開始したRIKKYO Learning Style 

（RLS）における「導入期」教育の振り返りを行い、

2018年度以降のカリキュラムの見直しにつなげまし

た。また、2017年度から稼働したeポートフォリオ

システム「立教時間」を活用することにより、入学

から卒業まで、学生がいつでも目標や行動計画を確

認しながら日々の体験や学びを蓄積し、自身の成長

を振り返ることができるようにしました。 

（２）立教グローバル／ローカルキャリア支援ネッ 

 トワークの構築 

 2017年度は、「立教グローバル／ローカルキャリ

ア支援ネットワーク」メンバーが自ら企画・実施に

携わるキャリア支援・就職支援セミナーを実施し、

グローバルあるいはローカルな視点からの学生の意

識改革を促しました。 

（３）東京オリンピック・パラリンピックプロジェ  

 クトの推進 

 2020年東京オリンピック・パラリンピックのボラ

ンティア（大会ボランティア・都市ボランティア）

の募集が2018年7月に開始されることに伴い、主と

して2017年度入学生および2018年度入学生を対象

としたボランティア育成講座を実施するとともに、ボ

ランティア登録制度を創設しました。 

（４）「私立大学研究ブランディング事業」の推進 

 社会のあり方がめまぐるしく変動し、グローバル化

が進む現代社会において、心と身体の「健やかさと多

様性」の問題に迫り、新たな知見を得るため「実証的

な根拠の追求」と「社会的な還元」をめざし、総長の

リーダーシップの下、文理融合研究を推進しました。 

 

 

 

１．国際化推進 

（１）国際連携大学院プログラムの実施 

 2017年度は、インドネシアの６大学との交流ネッ

トワークに基づく国際連携大学院プログラム（リン

ケージプログラム）に関連する短期プログラムの受け

入れも行い、また、インドネシア以外のASEAN諸国か

らの留学生受け入れも促進しました。 

（２）海外事務所の活用と海外広報の充実 

 2014年度に設置したロンドン、ニューヨーク、ソ

ウルの海外事務所に加え、2016年度には、上海と

ジャカルタに事務所を新設しました。2017年度はこ

れらの海外事務所を活用した海外連携プログラム開発

や国際交流協定校の開拓を進めました。 

 海外広報については、海外事務所を活用した効果的

かつ効率的な広報を進め、これとともにNAFSA等の国

際会議や海外で開催される留学フェアに積極的に参加

して本学のプレゼンスを高め、留学先、さらには学術

交流提携先としての認知度を高めました。 

（３）学部の9月入学制度の導入 

 海外からの優秀な学生の確保のため、2014年度に

大学院前期課程で導入された9月入学制度を学部へも

拡大し、2016年度は異文化コミュニケーション学部

で一部制度化しました。今後の他学部への拡大につい

ても検討を開始しました。 

（４）学部による国際化に向けた取り組み 

経営学部では、国際認証機関AACSBの認証取得に向

け、既に設置した委員会を拡充し、審査の本格化に向

けた体制を整備しました。現代心理学部では、新規海

外留学プログラム（海外における心理学の展開・都市

の記憶と表象文化）を開講するとともに、大学院国際

化のための基盤整備として海外研究者招聘制度の創設

を行いました。異文化コミュニケーション学部では、

シンガポールにリエゾンオフィスを設置しました。 

 

 

Ⅱ．事業の概要                           

Ⅱ．その他の取り組み 
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２．教育 

（１）言語教育構想 

 2017年度は、言語教育構想プロジェクトにて、今

後の学生のレベルに合わせた言語教育の展開に向け

て、言語必修科目や言語自由科目の展開方法の見直

しおよび言語教育を支える組織体制について具体的

な制度化のための検討を行い、全学的な協議を進め

ました。 

（２）大学院教育の充実 

 前期課程・後期課程の共通課題である、リサー

チ・リテラシープログラム（研究手法、論文作成、

研究成果の発信等）の実施については、統計・社会

調査系科目を先行開講しましたが、2017年度からは

全学共通科目のオンデマンド授業科目も随意科目と

して履修可能としました。今後は、英語による論文

作成や国際学会での発表等、海外への発信力強化に

資する科目などについて、開講科目、開講形態なら

びに企画・運営組織等の課題の解決と合わせて検討

を継続しました。  

（３）柔軟な学年暦 

 2015年度から全学的に４学期制を試行導入し、

2016年度には全学で58科目が四半期科目として開

講されました。2017年度は、四半期科目の導入によ

る、留学を希望する学生の受講数や招聘教員・留学

生の受け入れへの影響、さらにはその教育効果等に

ついて検証を進めました。 

（４）学部キャリア教育 

 各学部におけるキャリア教育をさらに充実させま

した。現代心理学部では、「社会人と話すカフェ」

を継続実施したほか、卒業生・修了生のネットワー

クを構築し、学部学科のキャリア支援活動を広く情

報発信するための基盤整備を開始しました。異文化

コミュニケーション学部では、外国人留学生向け

キャリア支援プログラムを開発しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．入試 

（１）入試制度 

 英語外部試験活用による入試の国際化を検討してき

ましたが、2017年度に実施する2018年度入試では、

秋季入試（自由選抜・社会人・外国人）の一部で使用

していた本学独自の英語試験を廃止し、すべて英語資

格・検定試験などの外部資格試験を活用しました。大

学入試センター試験利用入試においても、センター試

験の英語得点と、英語資格・検定試験のスコアを換算

した1点単位の換算得点と、いずれか高いほうの得点

が合否判定に利用される得点換算方式の英語外部試験

利用制度を新設しました。 

（２）入試広報 

 2016年度入試から導入した一般入試全学部日程グ

ローバル方式および国際コース選抜入試、2017年度に

新たに導入した経済学部の自由選抜入試やGLAPへの

入学者選抜等、英語資格・検定試験を活用した入試の

さらなる認知度向上のための広報活動を展開しまし

た。また、グローバル志向の高い受験生を獲得するた

め、“国際化を推進し、変革を続ける大学”としてのイ

メージを発信しました。さらに、2016年度に開始した

RLSについて、そのねらいと特色をアピールし、“専門

性に立つ教養人”育成の方針への理解・共感が志願行動

へと結びつくよう、受験生や高校教員等に対する情報

発信を進めました。 

 

４．学生支援 

（１）修学支援（奨学金制度の再編成） 

 2017年度は、故太刀川あさ子様からの遺贈に基づき

太刀川正三郎・あさ子記念外国人留学生奨学金への基

金積み増しを行い、スーパーグローバル大学創成支援

事業の最終年度である2023年度まで当該奨学金を維持

することにしました。 

（２）しょうがい学生の支援 

 2017年度は、しょうがい学生支援室を教学系組織と

して位置づけ、体制を整備しました。 

（３）キャリア支援および就職支援 

 2017年度は、「導入期」「形成期」「完成期」と

いった学修期に応じたキャリア支援・就職支援を実現

すべく、３年春学期を「キャリア形成集中期間」と位

置づけ、学部３年生に対して、インターンシップ、

サービスラーニング、ボランティアなど社会との接点

を持つ活動を最低１つは経験するよう促すとともに、

この期間に関連するセミナーを集中的に実施しまし

た。 

 

 

 

Ⅱ．事業の概要                                         
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５．研究推進 

（１）組織的研究の促進と外部資金の獲得 

 2016年度より「私立大学研究ブランディング事

業」が開始され、本学が申請したプロジェクトが採

択されました。2017年度は、「学内ブランディング

推進・点検委員会」（2016年度新設）のもとで計画

的に取り組みました。 

（２）公的研究費管理体制の整備および研究倫理教 

 育への取り組み 

 従来実施してきた『立教大学研究活動における不

正行為への対応に関する規程』『立教大学公的研究

費の使用・管理に関する規程』等の制定・改定、発

注・検収体制の整備に加え、不正防止対策を検討・

推進しました。特に、新年度着任者も含め研究倫理

教育（CITI Japanプログラム）の受講を促し、公的

研究費の取り扱いおよび適正な研究活動についての

正しい理解が進むよう取り組みました。また、大学

院学生に対する研究倫理教育の実施方法についても

検討を行いました。 

 

６．社会連携活動・教育 

 明 治 大 学・国 際 大 学（2012年）、福 島 大 学

（2012年）、埼 玉 大 学（2015年）、岩 手 大 学

（2016年）および横浜国立大学（2016年）との間

で相互協力連携協定を締結してきました。2017年度

は、埼玉大学とは、同大学との包括協定にもとづ

き、図書館の相互利用を開始しました。 

 また、岩手大学、陸前高田市および本学の三者で

2016年に締結した相互協力協定にもとづき、「陸前

高田グローバルキャンパス（RTGC）」の運営につい

て協働を進めるとともに、新たな社会連携活動とし

て立教大学陸前高田サテライトの活動を開始しまし

た。 
 

７．国際化に対応した組織強化 
 若手職員を主な対象とした短期海外視察研修を

2014年度に開始し、これまでにアメリカ（2014

年）、イギリス（2015年）で実施しました。2017

年度はアメリカで２大学を訪問するプログラムを実

施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．認証評価 

 2017年度は公益財団法人大学基準協会による大学

評価（認証評価）を受審しました。書面調査および実

地調査の結果、同協会の大学基準に「適合している」

と認定されたほか、「長所として特記すべき事項」と

して、①RIKKYO Learning Style、②経営学部のウェ

ルカム・キャンプ、③一般入試全学部日程グローバル

方式、④しょうがい学生の支援および⑤陸前高田グ

ローバルキャンパスの設置等の東日本大震災復興支援

が挙げられました。加えて、グローバル教養副専攻、

GLAPなど、本学のグローバル人材育成に係る取組み

が評価されました。 

Ⅱ．事業の概要                           
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３ 立教新座中学校・高等学校の事業概要 

創造性と品位をそなえる、独立した男子青年の育成 

 広く世界に目を向け、健やかな身体を育み、人に

豊かさをもたらす創造性と品位をそなえる、男子青

年を育成することを目的に教育を行っています。 

 2017年度は、グローバル化の進んだ年でした。

海外研修で新たな提携校との交流が始まり、卒業前

の米国研修、ギャップイヤー留学の希望者が増加

し、さらに南アフリカなど海外から多くの生徒が訪

れ、本校生徒と交流をしました。 

 また、大学教員が科目を開講し、日本の地域振興

の課題を地方銀行や機関とともに学ぶ授業が行われ

高大の関係が教育面で進みました。 

 学友会などの活動においても顕著な成果をあげ、ス

ポーツ面でインターハイや国体で活躍する生徒が多く、

世界大会でのメダルを獲得する生徒もみられました。音

楽の分野でも中学校と高等学校が地方大会に進出するな

どの成果がありました。さらに、個人ではプログラミン

グのコンテストでの大臣賞の受賞やCMのコンテストで

受賞しました。  

 生徒が主体的に動くことを奨励し、学校はそれを支援

することで、自分の途を自己責任で拓く力を育成してい

ます。それは結果として、上記の成果が示され、国内外

に多様な進路を歩む生徒を生むことになりました。 

１.教育プログラムの整備・充実                                                           

（１）立教大学との連携およびグローバル教育 

 課題解決能力やリーダーシップの育成における立

教大学との連携を継続しました。課題解決型学習の

成果発表を校外の研究会などで実施したり、フォ

ローアップも含めたリーダーシップの育成講習を実

施したりしました。その結果、生徒たちには、積極

的に課題を発見しそれを解決しようとする姿勢が見

られ、また、目標達成のために自分がなすべきこと

についての考えを深める姿が見られました。 

（２）情報リテラシー 

 生徒を対象とした、インターネットの安全な利用

やマナーを学ぶ講演会を学年ごとに実施しました。

保護者および教職員には、インターネット依存につ

いての講演会を実施しました。その結果、生徒がイ

ンターネット上に安易に情報を発信する機会が少し

ずつ減少しました。また、保護者や教職員が適切に

生徒たちを見守ることができるようになりました。 

（３）ギャップイヤー留学 

 高校3年生を対象とした、２月初旬から３月初旬

にかけて行われる集中的な語学研修の応募者が年々

増加しているため、研修地を2カ所にしました。 

（４）交換留学 

 アメリカ合衆国メリーランド州にあるセントポー

ルズスクール（聖公会の男子校）との交換留学を開

始しました。 

 
 

（５）教科による海外研修 

理科が、オーストラリアにて生物を観察する生徒対

象の研修を実施しました。 

（６）課外活動の報告 

 文化部・運動部ともに活動が活性化しています。保護

者たちが集まるさまざまなイベントの際に、生徒たちが

課外活動の成果を発表する場を設けました。その結果、

保護者会からの多くの支援を得られるようになりまし

た。 

 

２.学習・生活環境の整備                                                           

（１）野球場の整備工事 

 バックネットを改修しそれに付帯する照明設備をLED

にするとともに、グラウンド内の散水設備を整備しまし

た。 

（２）２号館ホームルーム教室のAV設備および扉の改 

 修工事 

 AV設備の音響能力増強と入出力をHDMI化すること

で映像を鮮明に映せるようになりました。扉は更新し軽

量化しました。 

（３）音楽室の改修工事 

 音楽室2のアンプ・スピーカーなどの音響設備を更新

し、プロジェクターと電動のスクリーンを設置しまし

た。 

立教新座中学校・高等学校 校長  

村上 和夫  

Ⅱ．事業の概要                           

教育活動 
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４ 立教池袋中学校・高等学校の事業概要 

立教池袋中学校・高等学校では、立教学院一貫連携

教育構想で定めた「キリスト教に基づく人間教育」と

いう共通の教育理念のもとに、「テーマを持って真理

を探究する力」や「共に生きる力」を育てることを大

きな教育目標とし、加えて理解力や表現力の育成のた

めに「豊かで的確な日本語」と「生きた英語」の習得

に力を注いでいます。  

 本年度は以下の取り組みに重点を置きました。 

 主なものとしては、ICTを教育現場に実現する最終的

準備、グローバル社会に向けた国際理解教育の再確認、

多様な生徒の個性に応じた教育のあり方の模索などで

す。 

 今後も本校の特色ある教育活動を実施し、教育目標達

成の努力を継続してまいります。 

１.教育プログラムの整備・充実                                                              

（１）ICT導入に向けたICTプロジェクト（継続）     

  ICT教育に備えた研修・研究を行うとともに、  

 生徒用タブレットの導入に先立ち、教員用ＰＣのリ 

 プレイスを実施、また、教室へのプロジェクター設 

 置を行いました。  

（２）グローバル教育推進プロジェクト（継続） 

  グローバル化が進む教育界の中で本校独自の国際  

 理解教育の企画・運営を行いました。 

（３）人権教育研究プロジェクト 

  「性教育研究プロジェクト」を発展的に解消し、

「性」にとどまらず広く人権について生徒ならびに

教職員に啓発するプロジェクトを立ち上げ、研究・

研修を行いました。 

（４）特別聴講制度の充実等、高大一貫連携のより一

層の充実を図りました。 

（５）生徒が留学しやすい環境作りのための研究・研

修を行いました。 

（６）立教英国学院との様々な交流の企画・検討を行

いました。 

（７）「生きることの意味を考える」、「いのちを守

る」などいのちの教育を展開しました。 

（８）高等学校におけるキャリアデザイン教育を学院

高大連携セクションと共同で企画・推進しました。 

 

 

（９）専属スクール・カウンセラーを中心に、教員と連

携した教育相談体制の充実を図りました。 

（10）学内外での研究・公開授業を継続実施しました。 

（11）防災教育を学年単位で実施（2回）しました。 

 

２.学習・生活環境の整備 

（１）学内警備体制の強化を進めました(継続)。 

（２）各施設の有効活用ならびに、安全性の検証等を実 

 施しました。 

（３）ICT教育実践準備に合わせ、学内ネットワーク環 

 境の充実を図るとともに、管理・維持に努めました。 

（４）キャンパスの緑化（植栽等）を計画的に実施しま 

 した。 

（５）資金留保に努めるとともに、校舎貸与等による収 

 入増を積極的に推進しました。 

（６）防災用備蓄品の整備を行いました。 

立教池袋中学校・高等学校 校長 

鈴木 利彦   

Ⅱ．事業の概要                                         

教育活動 

生徒の「多様性」に応じた教育環境の整備 
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５ 立教小学校の事業概要 

聴き合い（愛） 学び合い（愛） 高め合い（愛） 

キリスト教信仰に基づく「愛の教育」を通して、

神さまに感謝し、友達のよさがわかり、自分のよい

ところを表現する子どもの育成をめざしています。

一人ひとりの命は、神さまから与えられたかけがえ

のないもの、神さまは、一人ひとり違うその子だけ

への賜物を与えてくださっていることを伝え、神さ

まへの感謝と賛美を第一とする姿勢を堅持していま

す。 

一日は、すべての児童、教職員による神さまへの

祈りと賛美で始めます。命を支え今日の学びを導い

てくださる神さまを覚えることにより、常に新鮮な

感謝の思いと、共に学び合い、共に生きる喜びを土

台とした学校生活が始まります。 

愛は「聴くこと」から始まります。母親が赤子の泣

き声を聴き分け、思いを的確に理解するように、子ど

もたち一人ひとりの声を丁寧に聴くことから本校の

「愛の教育」が始まります。学習中の「わからない」

の声や小さなつぶやき、誤答も大事に受けとめます。

本年度実施したアンケートや調査から聞こえる子ども

たちのかすかな声を聴き取り、子どもたちにとってさ

らに居心地のいい学校となるように努めています。人

を孤立させる「競争」の学びから、共に生きる一人ひ

とりを生かし合う「協奏」の学びを追い求めます。 

             

 

1. 教育プログラムの整備・充実 

子ども・教師・保護者が学び合い、高め合う学校

をめざし、互いに聴き合うことを大切にしてきまし

た。中でも、子どもたちが様々な場面で「選ぶ」

「考える」「話し合う」「表現し合う」「役立ち合

う」ことができる学校づくりに努めました。 

（１）「共に賢くなろう」との呼びかけに応じ、学 

 び合い、高め合う授業の創造がさらに伸展しまし 

 た。協同的な学習の経験により、子どもたちなり 

 にどんな学び方で進めたいかとの発問にも、選択 

 して応答できる力がついてきています。 

（２）「主体的な学び」単元の創造に全学年で取り 

 組みました。子どもたちが熱中、没頭するととも 

 に、発表を通して異学年の子どもたちに貢献する 

 学びが生まれました。 

（３）「学級活動」の時間を通して、よりよい学校 

 生活づくりに向けた問題解決を自発的、自律的に 

 行う意欲の喚起に努めました。自分の意見、話し 

 合い、意見のすり合わせを通して、納得による合 

 意の経験を積み重ねてきました。  
 

 

 

 

２．学習・生活環境の整備                                                                                

 2017年度は、主に児童の安全確保と施設維持を目的

に、礼拝堂の防水工事、体育館の網入り硝子への交

換・トップライト部防水パン設置などを計画通り実施 

しました。               

 また、昨年7月18日の降雹により、体育館と室内

プールの屋根が大きな被害を受けたため、急遽、改修 

工事を実施しました。 

 

3．その他 

立教小学校 校長  

佐々木 正  

Ⅱ．事業の概要                           

教育活動 
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Ⅲ．財務の概要 

１ 2017年度決算の状況                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    
 各計算書および一覧表において、単位未満を四捨五入しているため、合計などに差異が生じる場合があります。 
１．収支計算書の状況 

①事業活動収支計算書 

 当該会計年度の事業活動収入および事業活動支出の内容を明らかにするとともに、基本金に組み入れる額を控除

した当該年度の諸活動に対応するすべての事業活動収入および事業活動支出の均衡状態を示すものです。 

〈内容の要点〉 

 教育活動収支は、学生生徒等納付金、経常費等補助金がそれぞれ予算比で減少しましたが、手数料、寄付金、付

随事業収入等の増加により教育活動収入は予算比で増加、支出が予算比で大きく減少した結果、教育活動収支差額

は25.4億円のプラスとなりました。教育活動外収支は受取利息・配当金が増加し、教育活動外収支差額は3.2億円

のプラスとなり、これら二つの収支差額を合計した経常収支差額は28.6億円のプラスとなりました。特別収支差額

は、3.9億円のプラスとなり、以上の結果、基本金組入前当年度収支差額はプラス32.5億円、事業活動収支差額比

率は9.4%となりました。 
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Ⅲ．財務の概要                           

②資金収支計算書 

 当該会計年度の諸活動に対応するすべての資金の収入および支出の内容と、支払資金の収入および支出について

その顛末を明らかにするものです。 

〈内容の要点〉 

 収入では、予算比で手数料収入が2.7億円、寄付金収入が1.9億円、付随事業・収益事業収入が1.1億円の増とな

りましたが、学生生徒等納付金収入、補助金収入、前受金収入が予算比で減少しました。支出面では、全学的な経

費節減努力もあり、人件費支出、教育研究経費支出、管理経費支出、設備関係支出が減少しています。一方、資産

運用支出（各種特定資産の積み増し）は増加しました。その結果、翌年度繰越支払資金は39.6億円（前年度比4.9

億円減）となりました。 

③活動区分資金収支計算書 

 資金収支計算書を「教育活動」、「施設整備等活動」、「その他の活動」の３つの活動区分に分けて、活動区分

ごとの資金の流れを把握するものです。 

〈内容の要点〉 

 教育活動による資金収支は55億円のプラスとなりましたが、将来の施設・設備等の整備に備えて特定資産の積み

増しを行ったため施設整備等活動による資金収支は21億円のマイナスとなりました。その他の活動による資金収支

は39億円のマイナスとなりましたが、財政基盤強化のための特定目的引当資産の積み増しや、本法人の出資による

（株）立教企画への貸付を行ったことによるものです。以上の結果、支払資金は前年度より4.9億円減少しました。 
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２．貸借対照表の状況 

 一定時点（3月末現在）における財産の状況を明らかにするものです。 

〈内容の要点〉 

 有形固定資産のうち、建物は減価償却の進行等により減少しています。特定資産は、積極的な積み増しを行った

ことにより42億円増加しましたが、流動資産は5.2億円減少しました。借入金の返済により、固定負債、流動負債

は減少しています。 

Ⅲ．財務の概要                           
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Ⅲ．財務の概要                                         

２ 経年比較 

＊2015年度から学校法人会計基準が改正され、各計算書の書式や科目の名称・内容が変更されています。 
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Ⅲ．財務の概要                                         



19 

 

Ⅲ．財務の概要                           

３ 主な財務比率比較 

４ その他 

＊2015年度から学校法人会計基準が改正されたことに伴い、財務比率の名称や算式が変更されています。 
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Ⅲ．財務の概要                                         
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Ⅳ．データファイル 

入学試験の状況  

各校の入学試験の状況は以下の通りです。 
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Ⅳ．データファイル                        

2018年度大学入試状況 
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Ⅳ．データファイル          
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就職・進学状況 

2017年度(2017年9月および2018年3月卒業者)進路決定状況（男女別） 

2017年度(2017年9月および2018年3月卒業者)業種別就職状況（学部別） 

Ⅳ．データファイル                        

2017年度も昨年に引き続き、企業の採用状況が良好であることから、卒業者に対する就職率は84.0%（就職希

望者の就職率は97.9％）と高い成果を収めています。また進学率は4.6％で昨年度とほぼ変わりませんでした。就

職先はさまざまな業種・規模におよんでおりますが、1位の業種はここ数年の金融（銀行）にとって代わり公務

（東京都特別区）となりました。  

卒業者4,497名(男子2,061名、女子2,436名) 

2017年度(2017年9月および2018年3月卒業者)進路決定状況（学部別） 
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2017年度業種別主な就職先一覧  

■農業・林業・水産・鉱業・建設                                                                      
国際石油開発帝石㈱ ㈱ＬＩＸＩＬ ㈱きんでん 高砂熱学工業㈱ 三菱電機ビルテクノサービス㈱ 新日鉄住金エンジニアリング㈱ 

大和ハウス工業㈱ 積水ハウス㈱ 清水建設㈱ 三井ホーム㈱ 鹿島建設㈱ 住友林業㈱ ㈱奥村組 ㈱大林組 ㈱長谷工コーポレーション 

㈱錢高組 (独)水資源機構 戸田建設㈱ 西松建設㈱ 東急建設㈱ 

  

■製造業                                                                                 
アサヒビール㈱ サントリーホールディングス㈱ キリン㈱ ㈱資生堂 旭化成㈱ ダイキン工業㈱ アイシン精機㈱ オリンパス㈱ 

新日鐵住金㈱ 富士通㈱ ソニー㈱ ㈱日立製作所 パナソニック㈱ キヤノン㈱ 日本電産㈱ トヨタ自動車㈱ 日産自動車㈱ 

本田技研工業㈱ ㈱デンソー 川崎重工業㈱ 

 

■運輸・通信                                                                               
㈱近鉄エクスプレス 郵船ロジスティクス㈱ 全日本空輸㈱ 日本航空㈱ 川崎汽船㈱ 三菱倉庫㈱ 東日本旅客鉄道㈱ 東京急行電鉄㈱ 

小田急電鉄㈱ 西日本鉄道㈱ 東海旅客鉄道㈱ 日本通運㈱ ヤマト運輸㈱ ㈱ＮＴＴドコモ 東日本電信電話㈱ ＫＤＤＩ㈱ 

ＮＴＴコミュニケーションズ㈱ ソフトバンクグループ 西日本電信電話㈱ 日本郵便㈱ 

 

■情報                                                                                  
楽天㈱ ヤフー㈱ ＬＩＮＥ㈱ ＴＩＳ㈱ ㈱エヌ・ティ・ティ・データ ＳＣＳＫ㈱ 伊藤忠テクノソリューションズ㈱ 

日本アイ・ビー・エム㈱ ㈱日立システムズ 新日鉄住金ソリューションズ㈱ ㈱マクロミル ㈱電通国際情報サービス ㈱日本総合研究所 

㈱富士通エフサス エヌ・ティ・ティ・コムウェア㈱ 日本マイクロソフト㈱ ㈱インテージ ㈱帝国データバンク ＪＦＥシステムズ㈱ 

ＳＡＰジャパン㈱ 

 

■放送・広告・映像                                                                               
㈱朝日新聞社 ㈱読売新聞東京本社 ㈱東北新社 ㈱ＮＨＫメディアテクノロジー ㈱日経ＢＰ ㈳共同通信社 バンダイビジュアル㈱ 

㈱サイバー・コミュニケーションズ ㈱電通 ㈱博報堂 ㈱アサツーディ・ケイ ㈱リクルートホールディングス ㈱東急エージェンシー 

㈱サイバーエージェント ㈱読売広告社 日本放送協会 ㈱テレビ朝日ホールディングス ＴＢＳテレビ 日本テレビ放送網㈱ 

讀賣テレビ放送㈱ 

 

■不動産・電気・ガス                                                                           
日本瓦斯㈱ ＥＮＥＯＳグローブ㈱ 京葉瓦斯㈱ 四国電力㈱ 中国電力㈱ 中部電力㈱ 東京電力ホールディングス㈱ 

三井不動産リアルティ㈱ イオンモール㈱ 住友不動産販売㈱ 三菱地所レジデンス㈱ 東急不動産㈱ 野村不動産㈱ 森ビル㈱ 

野村不動産アーバンネット㈱ エヌ・ティ・ティ都市開発㈱ 三井不動産㈱ 三菱地所㈱ ㈱東急コミュニティー (独)都市再生機構 

 

■金融・保険                                                                               
㈱みずほフィナンシャルグループ ㈱三菱ＵＦＪ銀行 ㈱りそなホールディングス 三井住友信託銀行㈱ ㈱三井住友銀行 日本銀行 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 損害保険ジャパン日本興亜㈱ 三井住友海上火災保険㈱ 第一生命保険㈱ 東京海上日動火災保険㈱ 

明治安田生命保険(相) 日本生命保険(相) 野村證券㈱ 大和証券㈱ ㈱日本取引所グループ 中央労働金庫 農林中央金庫 

三菱ＵＦＪニコス㈱ ㈱日本政策金融公庫 

 

■卸・小売                                               
阪和興業㈱ 双日㈱ 丸紅㈱ 三井物産㈱ 伊藤忠商事㈱ 三菱商事㈱ 住友商事㈱ 全日空商事㈱ 豊田通商㈱ ＪＦＥ商事㈱ 

長瀬産業㈱ ㈱メタルワン ㈱日本アクセス 三菱食品㈱ 日本紙パルプ商事㈱ ㈱三越伊勢丹 ㈱高島屋 ㈱セブン－イレブン・ジャパン 

㈱ローソン アマゾンジャパン(合) 

                                                                  

■教育                                                                                  
東京都教員 横浜市教員 埼玉県教員 神奈川県教員 千葉県教員 ㈻立教学院 東京大学 ㈻聖路加国際大学 さいたま市教員 

㈻中央大学 茨城県教員 群馬県教員 埼玉大学 星野学園 青山学院横浜英和中学高等学校 専修大学 相模原市教員 田園調布雙葉小学校 

栃木県教員 ㈱ベネッセコーポレーション 

 

■サービス                                                                                
㈱ジェイティービー 日本赤十字社 (独)宇宙航空研究開発機構(JAXA) 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 東洋エンジニアリング㈱ 

㈱オリエンタルランド 日本年金機構 ㈱プリンスホテル 藤田観光㈱ (独)国際観光振興機構 アクセンチュア㈱ 有限責任あずさ(監法) 

アビームコンサルティング㈱ 有限責任監査法人トーマツ デロイト トーマツ コンサルティング㈱ 大和総研グループ 

ＰｗＣあらた(監法) ㈱小学館集英社プロダクション ㈱野村総合研究所 ＰｗＣコンサルティング合同会社／ＰｗＣアドバイザリー合同会社 

 

■公務                                                                                  
国家公務員一般職 国税専門官 裁判所事務官一般職 航空管制官 法務省専門職員 財務専門官 家庭裁判所調査官補 国家公務員総合職 

労働基準監督官 東京都特別区 東京都庁 警視庁 埼玉県庁 横浜市役所 新座市役所 さいたま市役所 神奈川県庁 千葉県庁 

埼玉県警察本部 千葉市役所 

Ⅳ．データファイル          


